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上那賀病院事業会計

簡易水道事業会計

※対象となる比率がない場合は、「－」で表記しています。

経営健全化基準

20.0%

２．資金不足比率

－ ％

特別会計の名称

工業用水道事業会計

集落排水事業会計

35.0%

連結実質赤字比率

－ ％

18.87%

将来負担比率

－ ％

350.0%

平成２４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の公表について

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（以下「健全化法」）が平成２０年４月から施行され、町は４つの
指標からなる健全化判断比率と、公営企業ごとの資金不足比率を算定、監査委員の審査に付した上で議会に報告し、
町民のみなさまに公表することが義務付けられました。

　健全化法では、健全化判断比率のうち１指標でも早期健全化基準以上となった場合は財政健全化計画等を、また資
金不足比率が経営健全化基準以上となった場合は経営健全化計画を策定し、町財政の早期健全化及び財政の再生、公
営企業の経営の健全化に向けて取り組まなければなりません。

　健全化判断比率等の財政指標の公表は平成１９年度決算からで、財政健全化計画等策定の義務付けは平成２０年度
決算からの適用となっています。

（財政再生団体）

実質赤字比率

－ ％

13.87%

20.00%

（早期健全化団体）

　那賀町の平成２４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は下記のとおりとなり、いずれの指標も基準
を下回っていますが、実質公債費比率については１１.３％（平成２３年度１３.７％）と依然高い値となっていま
す。公債費の縮減を図るため、平成１９年度から２１年度において高利率債の補償金免除繰上償還を行うとともに、
普通建設事業を厳選し新規地方債発行額を毎年度１０億円程度に抑制しており、比率は改善の方向に向かっていま
す。今後においても、事業の計画的な執行を行い、借入と償還とのバランスをとりながら地方債残高を減少させ、実
質公債費比率のさらなる改善に努めます。

指　　　　　標

那　　賀　　町

早期健全化基準

財政再生基準
30.00%

実質公債費比率

11.3%

25.0%

１．健全化判断比率

※対象となる比率がない場合は、「－」で表記しています。

資金不足比率

－ ％

－ ％

－ ％

健全団体 早期健全化団体 財政再生団体 の順に財政が悪化



標準財政規模　＝　標準税収入額等　＋　普通交付税額　＋　臨時財政対策債発行可能額

     （7,578,650千円） （1,177,677千円）   （6,006,039千円）　    （394,934千円）

  （ 単位：千円 ）

①

②

③

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ÷Ｃ

Ｂ÷Ｃ

7,578,650

-12.61%

-30.29%

（黒字）

（黒字）

24,607 （剰余）

307,189 （剰余）

2,295,588 （黒字）

（黒字）

609,802

（黒字）

729,375

119,406 （黒字）

572,142 （黒字）

公営企業に係る特別会計

工業用水道事業会計

上那賀病院事業会計

実質収支額　又は
資金不足・剰余額

備　　　考

956,411

（黒字）928,989

27,422

国民健康保険事業会計

国民健康保険診療所事業会計

一般会計

ケーブルテレビ事業会計

介護保険事業会計 34,367

連結実質赤字比率
（－％）

◎標準財政規模・・・地方公共団体が標準的な状態のとき、通常収入される経常的一般財源の規模

連結実質赤字比率

一般会計等

集落排水事業会計

実質収支額（①）

連結実質収支額（①＋②＋③）

標準財政規模

212,160 （剰余）

65,846 （剰余）

956,411 （黒字）

実質赤字比率 ・・・一般会計等の実質赤字が標準財政規模に占める割合

後期高齢者医療会計 3,460 （黒字）

・・・全会計(財産区事業会計は除く)の実質赤字が標準財政規模に占める割合

公営事業(公営企業以外)に係る特別会計

実質赤字比率
（－％）

＝

＝

実質赤字比率（％）

連結実質赤字比率（％）

※実質収支額（Ａ）及び連結実質収支額（Ｂ）が黒字のため、実質赤字比率（％）及び連結実質赤字比率（％）は
負の値となっています。その場合、指標では「－」の表記となります。

簡易水道事業会計

一般会計等の実質赤字額 （ 0千円 ）

標準財政規模 （ 7,578,650千円 ）

連結実質赤字額 （ 0千円 ）

標準財政規模 （ 7,578,650千円 ）



  （ 単位：千円 ）

Ａ

Ｂ

Ｄ

Ｅ

5,692,156

7,578,650

170,351

8.93111%

539,994
6,046,215

11.3%

12.07238%

650,853
5,391,256

13.18562%

41,829

1,607,381

6,955,251

1,532,435

750,546

159,300

146,236

13,064

－

－

57,756

実質公債費比率（％）（３ヵ年平均）

備　　　考

繰上償還額除く

上那賀病院事業会計

公営住宅使用料

ふるさと融資貸付金償還金

13,475

地方債の元利償還金

地方債の準元利償還金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政
需要額算入額

標準財政規模

集落排水事業会計
181,186

老人ホーム福寿荘組合

海部消防組合

国民健康保険診療所事業会計

7,299,537

－

－

52,879

2,083,901 1,970,885

194,667 183,826

実質公債費比率（％）（単年度） (Ａ+Ｂ)-(Ｃ+Ｄ)
　　(Ｅ-Ｄ)

2,205,089

簡易水道事業会計

＝
実質公債費比率
（３ヶ年平均）

（11.3％）

（地方債の元利償還金 Ａ ＋ 準元利償還金 Ｂ）－（特定財源 Ｃ ＋
 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 Ｄ）

標準財政規模 Ｅ－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 Ｄ）

平成22年度 平成23年度 平成24年度

実質公債費比率 ・・・一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に占める割合

一般会計等から特別会計への繰出金
のうち、公営企業債の償還に充てた
もの

債務負担行為に基づく支出のうち、
公債費に準ずるもの

一時借入金の利子

Ｃ特定財源 徳島県市町村合併交付金

各年度の普通交付税
の基準財政需要額に
算入された額

那賀町が加入している組合等の地方
債の元利償還に充てた負担金

1,563,995

13,481

－

－



  （ 単位：千円 ）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

将来負担比率（％）

充当可能財源等

充当可能基金額

特定財源見込額

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還
に充てる一般会計等からの負担等見込額

那賀町が加入している組合等の地方債の元
金償還に充てるための負担等見込額

25,410

退職手当支給見込額

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額
算入額

将来負担比率 ・・・一般会計等が将来負担すべき実質的な債務が標準財政規模に占める割合

金　　　額

17,550,443

14,656,019

1,435,170

平成23年度末地方債現在高等に係る基準財
政需要額算入見込額

標準財政規模

将来負担額

一般会計等の平成23年度末における地方債
現在高

備　　　考

一般会計

ケーブルテレビ事業会計

12,663,695

7,578,650

1,433,844

22,897,442

9,861,897

371,850

老人ホーム福寿荘組合

海部消防組合

一般会計等に属する一般職・特別職
職員が一斉に退職した場合

上那賀病院事業会計

簡易水道事業会計

集落排水事業会計

国民健康保険診療所事業会計

財政調整基金・減債基金等

公営住宅使用料

ふるさと融資貸付金償還金

平成23年度以降、普通交付税の基準
財政需要額への算入見込額

徳島県市町村合併交付金

1,532,435

-88.4% (Ａ－Ｂ)÷(Ｃ－Ｄ)

※将来負担額（Ａ）が充当可能財源等（Ｂ）を下回っているため、将来負担比率（％）は負の値となっています。
その場合、指標では「－」の表記となります。

将来負担比率
（－％）

＝

将来負担額 （17,550,443千円）－ 充当可能財源等 （22,897,442千円）

　標準財政規模 （7,578,650千円）－ 元利償還金・準元利償還金に係る
　基準財政需要額算入額 （1,532,435千円）

平成23年度に普通交付税の基準財政
需要額に算入された額



  （ 単位：千円 ）

（剰余)65,846

212,160簡易水道事業会計（法非適用企業） （剰余)

資金不足額・剰余額 Ａ

（剰余)24,607

（剰余)

資金不足比率

－％

－％ 307,189

－％

－％

資金不足比率 ・・・公営企業ごとの資金不足額が事業規模に占める割合

特別会計の名称

工業用水道事業会計（法適用企業）

上那賀病院事業会計（法適用企業）

◎資金不足の額・・・一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額

　（法適用企業）　資金不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の
　　　　　　　　　現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

　（法非適用企業）資金不足額＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に
　　　　　　　　　充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金不足額

◎事業の規模・・・料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額

事業の規模 Ｂ

28,499

510,744

83,304

52,301集落排水事業会計（法非適用企業）

　（法適用企業）　事業規模＝営業収益の額－受託工事収益の額

　（法非適用企業）事業規模＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

資金不足比率
（－％）

＝
資金の不足額 Ａ

事業の規模 Ｂ


